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（１） 法規などの知識 167(47.2%) ＞ 28(24.3%) 0.000 
（１１）所属する自治体の教育行政に関する知識  18( 5.1%) ＞  0( 0.0%) 0.006 
（１４）学校教育目標等を踏まえた仕事の遂行力  46(13.0%) ＞  4( 3.5%) 0.004 
（１５）学校全体を見渡し問題を発見し解決する力 132(37.3%) ＞ 24(20.9%) 0.001 
（１７）計画的に自分の仕事を進める力    106(29.9%) ＞ 23(20.0%) 0.038 
（２１）同僚・児童生徒とのコミュニケーション力   125(35.3%) ＞ 25(21.7%) 0.007 
（２） 予算執行に関する知識  73(20.6%) ＜ 43(37.4%) 0.000 
（４） 施設管理に関する知識  41(11.6%) ＜ 42(36.5%) 0.000 
（５） 人事・給与・福利厚生等に関する知識  61(17.2%) ＜ 39(33.9%) 0.000 
（７） 就学援助・就学事務に関する知識  14( 4.0%) ＜ 16(13.9%) 0.000 
（８） 庶務事務に関する知識  19( 5.4%) ＜ 46(40.0%) 0.000 
（１６）学校事務の仕組みを作る力  19( 5.4%) ＜ 13(11.3%) 0.028 
（２５）学校事務職員としての志・責任感  78(22.0%) ＜ 36(31.3%) 0.044 





















































３． 仕事内容が広く，様々な知識が必要 188(53.6%) ＞ 32(28.3%) 0.000 
５． 十分な教育・訓練がないまま配属 105(29.9%) ＞ 19(16.8%) 0.006 
１３．法規に基づいた仕事が多いこと 93(26.5%) ＞ 4( 3.5%) 0.000 
４． 学校事務職員を先生と呼ぶこと 17( 4.8%) ＜ 24(21.2%) 0.000 
６． 学校や教員の考え方やルールの特殊性 136(38.7%) ＜ 73(64.6%) 0.000 
７． 事務職員の結びつきが強いこと 44(12.5%) ＜ 29(25.7%) 0.001 



















































                p=0.000 
【自分が頑張れば，学校運営の質を上げられると思う】 
 














































































































































































































































































１．終業直後 ２．終業１５分後まで ３．終業３０分後まで ４．終業１時間後まで 





































































































           【表１－２－２ 調査紙の送付数及び回収率】 
 送付数 有効回収数 回収率 
Ａ 県 553（110校） 354 64.0％ 
Ｂ 県 202（39校） 115 56.9％ 
合 計 755（149校） 469 62.1％ 
【表１－２－３ 回答者の年齢】 
 Ａ 県 Ｂ 県 全 体 
1. 10代   5( 1.4%)  0( 0.0%)  5( 1.1%) 
2. 20代  59(16.7%)  0( 0.0%) 59(12.6%) 
3. 30代  69(19.5%) 17(15.0%) 86(18.4%) 
4. 40代 112(31.6%) 54(47.8%) 166(35.5%) 
5. 50代 100(28.2%) 40(35.4%) 140(30.0%) 
6. 60代   9( 2.5%)  2( 1.8%)  11( 2.4%) 




 男 性 女 性 
Ａ 県 129(36.6%) 223(63.4%) 
Ｂ 県 51(45.1%) 62(54.9%) 




 Ａ 県 Ｂ 県 全 体 
1. 高校 126(35.8%)  53(46.9%) 179(38.5%) 
2. 短大  86(24.4%)   4( 3.5%)  90(19.4%) 
3. 大学・大学院 126(35.8%)  53(46.9%) 179(38.5%) 
4. その他  14( 4.0%)   3( 2.7%)  17( 3.7%) 




 Ａ 県 Ｂ 県 全 体 
1. 上級採用  85(24.6%) 49(45.0%) 134(29.5%) 
2. 中級採用   6( 1.7%)  1( 0.9%)   7( 1.5%) 
3. 初級採用 220(63.6%) 45(41.3%) 265(58.2%) 
4. その他  35(10.0%) 14(12.8%)  49(10.8%) 




 Ａ 県 Ｂ 県 全 体 
1.  3年以内  48(14.8%)   0( 0.0%)  48(11.0%) 
2.  4年～10年以内  26( 8.0%)   2( 1.8%)  28( 6.4%) 
3. 11年～20年以内  73(22.5%)  34(30.6%) 107(24.5%) 
4. 21年～30年以内 106(32.6%)  50(45.0%) 156(35.8%) 
5. 31年以上  72(22.2%)  25(22.5%)  97(22.2%) 










 Ａ 県 Ｂ 県 全 体 
1. 3年以内  61(17.4%) 20(17.9%)  81(17.5%) 
2. ４年～10年以内  59(16.8%) 38(33.9%)  97(21.0%) 
3. 11年～20年以内 113(32.2%) 40(35.7%) 153(33.0%) 
4. 21年～30年以内  84(23.9%) 13(11.6%)  97(21.0%) 
5. 31年以上  34( 9.7%)  1( 0.9%)  35( 7.6%) 




補職名 人 数 
１．事務長  86(24.4%) 
２．主幹   6( 1.7%) 
３．主査 116(33.0%) 
４．主任・副主任  54(15.3%) 
５．主事    64(18.2%) 
６．臨時事務職員  26( 7.4%) 




補職名 人 数 
１．事務課長 20(18.2%) 
２．事務室長  3( 2.7%) 
３．室長補佐  1( 0.9%) 
４．主査兼事務長  2( 1.8%) 
５．事務長  0( 0.0%) 
６．主査兼係長  4( 3.6%) 
７．主査   4( 3.6%) 
８．係長 16(14.5%) 
９．主任 53(48.2%) 
１０．主任主事  6( 5.5%) 
１１．主事  1( 0.9%) 























































【表２－１－２ 学校事務職員に必要な資質・能力上位 10項目】 
 Ａ（教育行政）タイプ Ｂ（一般行政）タイプ 
１位 （１３）正確・迅速な事務処理能力 （８）庶務事務に関する知識 
２位 （１）法規などの知識 （４）施設管理に関する知識 
３位 （１７）計画的に自分の仕事を進める力 （１３）正確・迅速な事務処理能力 
４位 （２０）臨機応変な対応力 （２０）臨機応変な対応力 




７位 （２）予算執行に関する知識 （５）人事・給与・福利厚生等に関する 
知識 
８位 （４）施設管理に関する知識 （１７）計画的に自分の仕事を進める力 
９位 （３）危機管理に関する知識 （３）危機管理に関する知識 







































































































































































































（１）法規などの知識 167(47.2%) ＞ 28(24.3%) 0.000 
（１１）所属する自治体の教育行政に関する知識  18( 5.1%) ＞  0( 0.0%) 0.006 
（１４）学校教育目標等を踏まえた仕事の遂行力  46(13.0%) ＞  4( 3.5%) 0.004 
（１５）学校全体を見渡し問題を発見し解決する力 132(37.3%) ＞ 24(20.9%) 0.001 
（１７）計画的に自分の仕事を進める力    106(29.9%) ＞ 23(20.0%) 0.038 
（２１）同僚・児童生徒とのコミュニケーション力   125(35.3%) ＞ 25(21.7%) 0.007 
（２）予算執行に関する知識  73(20.6%) ＜ 43(37.4%) 0.000 
（４）施設管理に関する知識  41(11.6%) ＜ 42(36.5%) 0.000 
（５）人事・給与・福利厚生等に関する知識  61(17.2%) ＜ 39(33.9%) 0.000 
（７）就学援助・就学事務に関する知識  14( 4.0%) ＜ 16(13.9%) 0.000 
（８）庶務事務に関する知識  19( 5.4%) ＜ 46(40.0%) 0.000 
（１６）学校事務の仕組みを作る力  19( 5.4%) ＜ 13(11.3%) 0.028 
（２５）学校事務職員としての志・責任感  78(22.0%) ＜ 36(31.3%) 0.044 







































































































































































































































































































































【図２－３－２ （３）危機管理に関する知識】                   p=0.035 
 
 
【図２－３－３ （４）施設管理に関する知識】                  p=0.002 
 
 























































【図２－３－５ （１１）所属する自治体の教育行政に関する知識】         p=0.047 
 
 
【図２－３－６ （１２）教育や教育課程に関する知識】              p=0.007 
 
 























































【図２－３－８ （１５）学校全体を見渡し問題を発見し解決する力】        p=0.048 
 
 
【図２－３－９ （１９）自分の経験を省察し，生涯学び続ける力】         p=0.014 
 
 























































































３．仕事内容が広く，様々な知識が必要 188(53.6%) ＞ 32(28.3%) 0.000 
５．十分な教育・訓練がないまま配属 105(29.9%) ＞ 19(16.8%) 0.006 
１３．法規に基づいた仕事が多いこと 93(26.5%) ＞ 4( 3.5%) 0.000 
４．学校事務職員を先生と呼ぶこと 17( 4.8%) ＜ 24(21.2%) 0.000 
６．学校や教員の考え方やルールの特殊性 136(38.7%) ＜ 73(64.6%) 0.000 
７．事務職員の結びつきが強いこと 44(12.5%) ＜ 29(25.7%) 0.001 












































































































































 転機有り 割合 
Ａ（教育行政）タイプ 218人  63.4％ 
Ｂ（一般行政）タイプ  42人  39.6％ 












 人数 割合 
1年目～ 5年目 110人 46.6% 
6年目～10年目  57人 24.2% 
11年目～20年目  48人  20.3％ 
21年目～30年目  21人   8.9％ 







































































































































校事務職員の数】                                p=0.025 
 
 
































































































































































































































































































































































































































































【図４－１－３ 事務室内の先輩・同僚による支援】                                p=0.000 
 
 
【図４－１－４ 事務長による支援】                                             p=0.000 
 
 






















































【図４－１－６ 行政主催の研修】                        p=0.000 
 
 
【図４－１－７ 事務研（協会）等主催の研修】                   p=0.000 
 
 






















































【図４－１－９ 行事等教育活動への参画】                    p=0.000 
 
 
【図４－１－１０ 多様な行政分野での行政経験】                 p=0.001 
 
 






















































【図４－１－１２ 企画運営委員会への参画】                   p=0.000 
 
 























































































































１．学校事務職員の職務内容の明確化 126(35.9%) ＜ 53(48.2%) 0.021 




















































354 150(42.4%) 139(92.7%) 
Ｂ（一般行政）
タイプ 
115  85(73.9%)  64(75.3%) 



























































































































0% 20% 40% 60% 80% 100%
（１２）教育・訓練，能力開発支援とい
う観点 









































































































非常に満足 やや満足 どちらともいえない やや不満足 非常に不満足 
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【図５－１－３ （９）職業と個人生活のバランスという観点】           p=0.000 
 
【図５－１－４ （１０）私生活の充実という観点】                p=0.000 
 
【図５－１－５ （１２）教育・訓練，能力開発支援という観点】            p=0.088 
 




































































































































































































































































































































































































まさにそうである 大体そうである どちらともいえない 余りそうでない 全くそうでない 
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【図５－２－３ （２）学校事務職員という職が好きである】            p=0.004 
 
【図５－２－４ （４）自分が頑張れば，学校運営の質を上げられると思う】      p=0.043 
 
【図５－２－５ （１３）学校事務職員は学校経営に参画するべきだと思う】     p=0.000 
 
































































まさにそうである 大体そうである どちらともいえない 余りそうでない 全くそうでない 
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【図５－２－７ （１５）学校事務職員として理想の先輩がいる（以前いた）】     p=0.000 
 
 
























































































































１．終業直後 ２．終業１５分後まで ３．終業３０分後まで ４．終業１時間後まで 


















































平成 26年 11月 
各県立学校 学校長 殿 
文部科学省国立教育政策研究所 
教員養成等の改善に関する調査研究（研究代表者） 













































平成 26年 11月 
各県立学校 事務長 殿 
文部科学省国立教育政策研究所 
教員養成等の改善に関する調査研究（研究代表者） 











































平成 26年 11月 
各県立学校 学校事務職員 殿 
文部科学省国立教育政策研究所 
教員養成等の改善に関する調査研究（研究代表者） 







































































１．高等学校   ２．特別支援学校   ３. 中等教育学校 
（ｂ）高等学校に勤務されている方のみにお尋ねします。あなたの学校はどのような学科を有して
いますか。当てはまる番号全てに○を付けてください。 
１．普通科   ２．専門学科   ３.総合学科   
（ｃ）あなたが主に勤務しているのは以下のうちどちらですか。 
１．本校   ２．分校   
（ｄ）あなたが主に勤務しているのは以下のうちどれですか。 




（ア）常勤教職員数（あなたを含む）     （      ）人 
（イ）常勤学校事務職員数（あなたも含む・事務長も含む）（      ）人 
そのうち，臨時的雇用の学校事務職員数    （      ）人 
（ウ）学級数（全学年で）       （      ）クラス 





   ２．教育行政採用（教育委員会及び学校等を中心に勤務する） 
   ３．学校事務採用（学校を中心に勤務する） 



























   １．社会的に重要な仕事であること 
   ２．役割や職務が不明確であること 
   ３．仕事内容が広く，様々な知識を必要とすること 
   ４．学校事務職員を先生と呼ぶこと 
   ５．十分に教育・訓練がないまま配属されること 
   ６．学校や教員の考え方やルールの特殊性 
   ７．事務研など事務職員相互の結びつきが強いこと 
   ８．新任者にとって責任が重い仕事を任されること 
   ９．校内に仕事を教えてくれる人がいないこと 
  １０．校内で学校事務職員が大切にされていること 
  １１．教員が学校事務職員を一段低く見ること 
  １２．学校に対する保護者の考え方，意見が持つ影響力が強いこと 
  １３．法規に基づいた仕事が多いこと 
  １４．忙しい仕事であること 
  １５．机に向かう仕事だけでなく，活動的な仕事であること 
  １６．子供と接する機会が少ないこと 
  １７．事務室内の人間関係の難しさ 
  １８．仕事に達成感があること 












   １．有 ➠ 「有」と答えられた方は【質問７】に進んでください。   





（最も）大きく変化した時期 ➪ 学校事務職員経験年数（    ）年目の頃 
★適切なものに幾つでも○を付けてください。 
 １．やる気になった ２．やる気を失った 
３．もっと学ばなければと思った ４．学ぶ意欲を失った 
 ５．仕事が楽しくなった ６．仕事が楽しくなくなった 
 ７．自分の仕事の責任を感じるようになった ８．自分の仕事に無責任になった 
 ９．学校事務職員という職や仕事についての考え方が変わった 










   １．校種の異なる学校への異動を経験したこと 
   ２．教育委員会（教育事務所を含む），一般行政への異動を経験したこと 
   ３．校長・副校長・教頭など管理職との出会い 
   ４．事務長との出会い 
   ５．教員との出会い 
   ６．他校の学校事務職員との出会い 
   ７．教育委員会職員との出会い 
   ８．勤務する学校の子供との出会い 
   ９．勤務する学校の地域や保護者との出会い 
  １０．達成感のある仕事ができたこと 
  １１．仕事上で失敗したこと 
  １２．新しい仕事を担当したこと 
  １３．事務研などで達成感のある仕事ができたこと 
62 
  １４．昇任し職名が変わったこと 
  １５．結婚・子育ての経験をしたこと 
  １６．学校事務職員に関連する政策や制度が変化したこと 
  １７．研究会や研修会への参加や視察の経験 
  １８．読書や情報収集 
  １９．その他 













（１）法規などの知識     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）予算執行に関する知識    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）危機管理に関する知識    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）施設管理に関する知識    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）人事・給与・福利厚生等に関する知識  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）学校経営・学校評価制度に関する知識  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（７）就学援助・就学事務に関する知識   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（８）庶務事務に関する知識    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（９）ＩＣＴに関する知識    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１０）地域や関係機関に関する知識   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１１）所属する自治体の教育行政に関する知識  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１２）教育や教育課程に関する知識   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１３）正確・迅速な事務処理能力    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１４）学校教育目標・教育課程を踏まえて仕事を遂行する力 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１５）学校全体を見渡し問題を発見し解決する力  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１６）学校事務の仕組み（例えば会計の仕組み）を作る力 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１７）計画的に自分の仕事を進める力   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１８）連携している学校のことを考えて仕事を進める力 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１９）自分の経験を省察し，生涯学び続ける力  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２０）臨機応変な対応力     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 













する力      １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２３）教職員を勇気付け，育てる力   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２４）事務室でチームとして成果を出す力   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２５）学校事務職員としての志・責任感   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２６）社会人としてのマナー    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 




















（１）法規などの知識     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）予算執行に関する知識    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）危機管理に関する知識    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）施設管理に関する知識    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）人事・給与・福利厚生等に関する知識  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）学校経営・学校評価制度に関する知識  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（７）就学援助・就学事務に関する知識   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（８）庶務事務に関する知識    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（９）ＩＣＴに関する知識    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１０）地域や関係機関に関する知識   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１１）所属する自治体の教育行政に関する知識  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１２）教育や教育課程に関する知識   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１３）正確・迅速な事務処理能力    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 












（１５）学校全体を見渡し問題を発見し解決する力  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１６）学校事務の仕組み（例えば会計の仕組み）を作る力 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１７）計画的に自分の仕事を進める力   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１８）連携している学校のことを考えて仕事を進める力 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１９）自分の経験を省察し，生涯学び続ける力  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２０）臨機応変な対応力     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２１）勤務校での同僚・児童生徒とのコミュニケーション力 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２２）教育委員会，保護者・地域などと渉外・調整・連携 
する力      １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２３）教職員を勇気付け，育てる力   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２４）事務室でチームとして成果を出す力   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２５）学校事務職員としての志・責任感   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２６）社会人としてのマナー    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 









（１）事務室内の先輩・同僚による支援   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）事務長による支援     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）事務室以外の事務職員の先輩・同僚による支援    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）前任者の仕事や支援    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）校長・教頭による支援    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）教員等による支援     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（７）行政主催の研修     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（８）他校訪問・視察     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（９）事務研（協会）等主催の研修   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１０）自主的なサークル・学会などでの学習  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１１）ソーシャルメディアでの情報共有   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１２）実践報告・実践論文の執筆    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１３）文部科学省，教育委員会職員等との交流  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１４）行事など教育活動への参画    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１５）事務研での役員や係活動    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 












（１７）学生時代の教員免許取得    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１８）事務室での事務職員間の協働経験   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１９）事務室でのリーダー経験              １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２０）書籍等からの知見     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２１）政策文書     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２２）理想となる先輩との出会い    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２３）企画運営委員会への参画    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２４）異動体験     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２５）仕事の遂行プロセス    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２６）仕事の振り返り     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２７）県外の学校事務職員との交流   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２８）（独）教員研修センターの組織マネジメント研修 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２９）全国レベルの事務研・集会    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３０）公的な人事評価     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 



































（１）仕事そのものという観点              １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）達成感があるという観点                     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）認められ，感謝されるという観点                 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）主体性が発揮できるという観点                    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）責任が任されているという観点                    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）権限が与えられているという観点                   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（７）能力が発揮できるという観点                       １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（８）仕事を通じて成長できるという観点                １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（９）職業と個人生活のバランスという観点              １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１０）私生活の充実という観点              １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１１）男女平等という観点                               １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１２）教育・訓練，能力開発支援という観点           １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１３）職場の雰囲気という観点                          １ － ２ － ３ － ４ － ５ 










（１）今の職業を選択して本当によかったと思う  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）学校事務職員という職が好きである   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）自分が頑張れば，教育の質を上げられると思う １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）自分が頑張れば，学校運営の質を上げられると思う １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）事務室が頑張れば，教育の質を 
上げられると思う    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）事務室が頑張れば，学校運営の 
質を上げられると思う    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 























相当の努力をしてきたという自負がある  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（９）自分には，日々の仕事の中で成長し続けている実感 
がある      １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１０）ほかの行政分野で求められる力量と学校事務職員とし 
て求められる力量は違うと思う   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１１）学校での仕事と知事部局での仕事は基本的に同じ 
だと思う     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１２）学校事務職員として求められる実務能力を自分は 
ある程度獲得していると思う   １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１３）学校事務職員は学校経営に参画するべきだと思う １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１４）事務研（協会）という組織に感謝している  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１５）学校事務職員として理想の先輩がいる（以前いた） １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１６）事務研以外の任意参加のサークルやネットワークに 
参加するよう努力している    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１７）定年後も再任用等で学校事務職員を続けたいと 
思っている     １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１８）定年後の人生について明確な計画を持っている １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１９）就職後数か年の間に仕事の面白さを実感した  １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２０）就職後数か年の間に先輩にお世話になったことを 
    今でも感謝している    １ － ２ － ３ － ４ － ５ 

































いつもより非常に忙しい 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 
いつもよりやや忙しい 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
平均的な忙しさである 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
いつもよりやや余裕がある -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 

































いつもより非常に忙しい 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 
いつもよりやや忙しい 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
平均的な忙しさである 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
いつもよりやや余裕がある -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 





   １．始業１時間前まで    ２．始業３０分前まで  
   ３．始業１５分前まで    ４．始業直前 
（２）「２：いつもより非常に忙しい」と回答した月の平均的な退勤時間 
   １．終業直後        ２．終業１５分後まで     
   ３．終業３０分後まで    ４．終業１時間後まで  





（１）年齢    
１．１０代   ２．２０代   ３．３０代   
４．４０代   ５．５０代   ６．６０代 
（２）性別   １．男   ２．女  
（３）最終学歴   １．高校   ２．短大   ３．大学・大学院   ４．その他 
（４）採用区分   １．上級採用   ２．中級採用    ３．初級採用    ４．その他 
（５）正規採用公務員通算経験年数  
１．３年以内   ２．４年～１０年以内   ３．１１年～２０年以内 
４．２１年～３０年以内   ５．３１年以上 
（６）学校での通算勤務経験（臨時常勤雇用の年数を含む）  
      １．３年以内   ２．４年～１０年以内   ３．１１年～２０年以内 
   ４．２１年～３０年以内   ５．３１年以上 
     ★うち，臨時常勤雇用の年数（     ）年 
（７）Ａ県の補職名 
１．事務長  ２．主幹    ３．主査   ４．主任・副主任 
５．主事   ６．臨時事務職員   
 ★再任用職員の場合には，ここに☑してください ➠ （ 再任用  □ ） 
69 
（７）Ｂ県の補職名 
１．事務課長   ２．事務室長    ３．室長補佐   ４．主査兼事務長 
５．事務長    ６．主査兼係長   ７．主査     ８．係長 
９．主任    １０．主任主事   １１．主事  
（８）現在の主な担当分掌を次の中から一つだけ選んでください。 
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